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1　補正予算
（単位：千円）

うち,土地区画整理事業特別会計
うち,国民健康保険（事業勘定）特別会計

うち,水道事業会計

2　補正予算の内訳
○　一般会計
（A）人件費に関するもの

①　議員報酬手当
②　特別職給与費（総務費）
③　　　〃　　　（教育費）
④　職員給与費…p.4

（B）新型コロナウイルス感染症又は物価高騰対策に関するもの
　　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金対応事業については，事項名の前に
　　　「◎」を付記

　　総務費 ◎新型コロナウイルス感染症対応事業費…p.6～8
（子育て世帯応援給付金事業
（学校給食費給付事業
（中小事業者負担軽減事業
（社会福祉事業者支援給付金事業
（児童福祉事業者支援給付金事業
（公共交通事業者支援給付金事業
（救急感染防止機材整備事業

（C）国の補正に伴うもの
　　民生費 出産・子育て応援給付金事業費…p.13

（D）事業費の増に伴うもの
①　総務費 職員管理事務費
②　民生費 障害者自立支援事業費…p.9

後期高齢者医療費
子ども居場所づくり事業費…p.10～11
発達支援事業費…p.12

③　土木費 道路維持管理費…p.14
河川維持管理費…p.15

④　消防費 消防団活動事業費…p.18
常備消防施設等整備事業費（三原）
　　〃　　　　　　　　　（世羅）

⑤　教育費 施設維持管理費（小学校）…p.19
（仮称）田野浦認定こども園整備事業費…p.20～21

（E）事業費の減に伴うもの
　　総務費 地域おこし協力隊活用事業費

移住定住支援事業費
参議院議員選挙費

14,800 千円）

15,000 千円）
110,150 千円）
26,300 千円）
1,900 千円）
6,580 千円）

△ 12,360 千円

△ 12,973 千円

（△ 27,833 千円）

205,030 千円
30,300 千円）

(64,200 千円）
64,200 千円

8,800 千円

(205,030 千円）

△ 769 千円
△ 185 千円

9,369,550 381,108 9,750,658
822,400 10,000 832,400

32 千円

64,000 千円
30,000 千円
8,014 千円
1,376 千円

409 千円

(299,362 千円）
27,100 千円
84,000 千円
6,811 千円
1,820 千円

67,000 千円

（△ 218,458 千円）
△ 2,604 千円

87,999,383
6,427,305 33,023 6,460,328

△ 2,500 千円

企 業 会 計 12,697,209 33,023 12,730,232

特 別 会 計 23,409,533 391,108 23,800,641

△ 214,900 千円

計 87,106,952 892,431

議 第 １ ０ ３ 号 ( 1 )

財 政 課

一 般 会 計 51,000,210 468,300 51,468,510

令和4年度 三原市一般会計補正予算（第5号）等の概要

区 分 補 正 前 補 正 額 補 正 後
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（F）国・県支出金等の精算に伴うもの
①　民生費 障害者援護事業費

乳幼児等医療費助成事業費
ひとり親家庭等自立支援事業費

②　衛生費 生活習慣病予防対策事業費

（G）災害復旧に伴うもの
　　災害復旧費 災害復旧事業費（農林施設）…p.22～23

　　〃　　　　（土木施設）…p.24

（H）事業費の組替えに関するもの
　　総務費 情報基盤施設維持管理費…p.5

（I）継続費
　　変更 年割額
　　住宅建設事業（宮沖）…p.16 R4 →

R5 →
R6 →
R7 →
計 →

（J）繰越明許費
　　追加 限度額
　　情報基盤施設維持管理事業　外7件…p.25

（K）債務負担行為
①　追加 限度額
　　斎場指定管理委託料
　　市営住宅指定管理委託料
　　G7広島サミット消防特別警戒事業…p.17
　　宇根山家族旅行村指定管理委託料
　　北方グラウンド・ゴルフ場指定管理委託料
②　変更
　　学校特別教室空調設備維持管理事業（維持管理費追加分）…p.19 限度額

→

○　特別会計
（A）土地区画整理事業特別会計

　　事業費の増に伴うもの…p.26～27

（B）国民健康保険（事業勘定）特別会計
①　事業費の増に伴うもの…p.28～29
②　国・県支出金等の精算に伴うもの

○　企業会計
（A）水道事業会計

①　人件費に関するもの
②　事業費の増に伴うもの
③　事業費の減に伴うもの

議 第 １ ０ ３ 号 ( 2 )

(16,999 千円）
9,924 千円
5,500 千円

(129,000 千円）

1,193 千円
382 千円

634,800 千円

(0 千円）
0 千円

110,400 千円
744,500 千円

1,116,500 千円
338,600 千円

712,500 千円
1,068,500 千円

338,600 千円

R4～R9 201,023 千円

(10,000 千円）

9,000 千円

2,230,000 千円

120,000 千円

R4～R7 22,113 千円
R4～R9 24,500 千円

484,770 千円

2,310,000 千円

R4～R5

期間

R4～R9

110,400 千円

△ 4,136 千円

(33,023 千円）

370,000 千円

45,584 千円

11,108 千円

(381,108 千円）

10,000 千円

213,000 千円

1,350 千円90 千円

△ 8,425 千円
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1　一般会計

一般管理費
支所費
税務総務費
戸籍住民基本台帳費
選挙管理委員会費
統計調査総務費
監査委員費
社会福祉総務費
人権推進費
人権文化センター費
保健福祉センター費
児童福祉総務費
保育所費
認定こども園費
生活保護総務費
保健衛生総務費
清掃総務費
清掃工場費
農業委員会費
農林水産業総務費
商工総務費
土木総務費
道路橋梁総務費
都市計画総務費
住宅管理費
常備消防費
教育委員会費
学校給食施設費
学校管理費
幼稚園費
社会教育総務費
地域学習拠点施設費
保健体育総務費

2　特別会計

※（ ）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの

△3

職　員　課

款 項 目
職員数（人）

補正前 補正後 増減

11 43

7

40
2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 1 100
1 議 会 費 1 議 会 費 1 議会費 7 0

104 4

3 戸籍住民基本台帳費 1
2 徴 税 費 1

17 16 △1
44 044

5 統 計 調 査 費 1
4 選 挙 費 1

2 2 0
3 03

1 社 会 福 祉 費 13 民 生 費
6 監 査 委 員 費 1

24 23 △1
5 05

5
4

5 5 0
3 03

2 児 童 福 祉 費 1
7

22 20 △2
6 06

3
2

27 23 △4
84 (1) △2 (1)86

4 衛 生 費 1 保 健 衛 生 費 1
3 生 活 保 護 費 1

30 32 2
12 012

3
2 清 掃 費 1

4 4 0
(1) 16 (1) △3 (0)19

産 業 費 2
6 農 林 水 1 農 林 水 産 業 費 1

29 28 △1
4 04

8 土 木 費 1 土 木 管 理 費 1
7 商 工 費 1 商 工 費 1

39 40 1
18 018

5 都 市 計 画 費 1
2 道 路 橋 梁 費 1

17 17 0
(1) 12 (1) △1 (0)13

9 消 防 費 1 消 防 費 1
6 住 宅 費 1

169 (2) 169 (2) 0 (0)
3 03

3
10 教 育 費 1 教 育 総 務 費 1

10 (2) 10 (2) 0 (0)
(1) 27 (1) 0 (0)27

4 幼 稚 園 費 1
2 小 学 校 費 1

25 20 △5
1 01

6 保 健 体 育 費 1

5 社 会 教 育 費 1
10

5 5 0

18 018
3 3 0

(1)

会計名
職員数（人）

補正前 補正後 増減

計 840 (7) 824 (8) △16

国 民 健 康 保 険 （ 事 業 勘 定 ） 特 別 会 計 15 15 0
港 湾 事 業 特 別 会 計 5 5 0

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3 3 0
国民健康保険（直営診療施設勘定）特別会計 1 1 0

議 第 １ ０ ３ 号 ( 3 )

(1)

職　　員　　数

総　　　　　計 873 (7) 857 (8) △16

計 33 33 0
介 護 保 険 特 別 会 計 9 9 0
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単位　千円

事業内容

情報基盤施設維持管理事業　0千円

　(1) 情報基盤施設維持補修工事費

　　　小坂シェルター及び新倉シェルターにおける光ケーブル更新機器更新工事の入札執行残を減額す

　　る。

　(2) 情報基盤施設用備品費

　　　情報基盤施設内の無停電電源装置について，使用期限を経過しており，バッテリーの警告灯が頻繁

　　に点灯する状態のため，入札執行残を活用し，装置の早期更新を行う。　　

　　　　対象施設

　　　　　須波シェルター，須波西シェルター，鷺浦シェルター

　(3) 事業費 

情報基盤施設維持補修工事費

情報基盤施設用備品費

議 第 １ ０ ３ 号 ( 4 )

情報基盤施設において，使用期限を経過した機器を早期に更新する必要があるため。

0

112,136 0 0 0

事業費

25,536 86,600

県支出金 市債 その他 一般財源

0 0

25,536

0 00

2款：総務費　1項：総務管理費　4目：情報推進費
3-4-3 ICT（情報通信技術）を活かしたまちづくり

情報基盤施設維持管理費事業名
デジタル化戦略課

支出科目
長期総合計画
担当課

補正の理由

事業説明

財源内訳

国庫支出金

補正前

補正額

補正後

0

区分

112,136

86,600

0

0

区分

53,700千円

補正前 補正額 補正後

8,500千円

△ 14,000千円

14,000千円

39,700千円

22,500千円
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単位　千円

事業内容

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業　205,030千円

 （1) 交付金活用事業

　　　新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るとともに，コロナ禍における物価高騰等の影響を

　　受けている生活者や事業者を支援する。

　　　＜生活者支援＞

学校給食費給付事業
【学校給食課】

15,000

　保護者が負担する学校給食の食材費のうち副
食費について，令和4年度価格上昇相当額に係る
負担増を公費で負担する。
〔事業費〕
　小中学校の副食費12.82円/食×190日
　　　　　　　　　　　×6,156人≒15,000千円

0 258,396

157,976 0

968,637 47,054 0

新型コロナウイルス感染症対応事業費事業名

補正の理由

事業説明

0 258,396

区分

議 第 １ ０ ３ 号 ( 5 )

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るとともに，コロナ禍における物価高騰等の影響
を受けている生活者や事業者を支援するため。

2款：総務費　1項：総務管理費　18目：新型コロナウイルス感染症対応事業費
－
社会福祉課，高齢者福祉課，児童保育課，子育て支援課，生活環境課，商工振興課，学校給食課，学校教育課，消防本部総務課

支出科目
長期総合計画
担当課

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他

0

一般財源

810,661 0

47,054 0 0

1,069,057補正前

補正額

補正後

205,030

1,274,087

9,000
子育て世帯応援給付金事業（児
童扶養手当受給者分）
【子育て支援課】

　コロナ禍における物価高騰等の影響を受けて
いる非課税に近い低所得の子育て世帯に対して
支援金を給付する。
〔対象〕
　令和4年11月1日現在で児童扶養手当を受給し
ており，就学援助費を受給していない課税世帯
〔支援金額〕
　1世帯当たり30千円×約200世帯

事業概要区分
補正額

（千円）

子育て世帯応援給付金事業（就
学援助費受給者分）
【学校教育課】

21,300

　コロナ禍における物価高騰等の影響を受けて
いる非課税に近い低所得の子育て世帯に対して
支援金を給付する。
〔対象〕
　令和4年11月1日現在で就学援助費を受給して
いる課税世帯
〔支援金額〕
　1世帯当たり30千円×約700世帯
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＜事業者支援＞

中小事業者物価高騰等対策支
援事業
【商工振興課】

110,150

　原油価格の高騰等に伴い，直接的な影響を受
けている中小事業者に対し，支援金を給付する
ことにより，事業継続を支援する。
〔対象〕
　令和4年7月から12月までの間の任意の連続す
る3か月の売上げが，過去3年間における任意の
同じ月の売上げと比較して30％以上減少してい
る者
〔支援金額〕
　1事業者当たり100千円×1,100件

議 第 １ ０ ３ 号 ( 6 )

区分
補正額

（千円）
事業概要

中小事業者負担軽減事業　110,150千円

社会福祉事業者支援給付金事業　26,300千円

障害福祉サービス事業者支援
事業
【社会福祉課】

6,700

　市内で障害福祉サービスを行う事業者に対し
て，支援金を給付することにより，事業者の事
業継続を支援する。
〔支援金額〕
　入所施設
　　1施設当たり250千円×4施設
　通所系事業所
　　1事業所当たり100千円×56事業所
　訪問等事業所
　　1事業所当たり50千円×2事業所

介護保険事業者支援事業
【高齢者福祉課】

19,600

　市内で介護保険サービスを行う事業者に対し
て，支援金を給付することにより，事業者の事
業継続を支援する。
〔支援金額〕
　入所施設
　　1施設当たり250千円×29施設
　通所系事業所
　　1事業所当たり100千円×79事業所
　訪問等事業所
　　1事業所当たり50千円×89事業所

児童福祉事業者支援給付金事業　1,900千円

保育施設支援事業
【児童保育課】

1,800

　市内で保育施設を運営している事業者に対し
て，支援金を給付することにより，事業者の事
業継続を支援する。
〔支援金額〕
　定員1～19人の施設
　　1施設当たり20千円×5施設
　定員20～99人の施設
　　1施設当たり100千円×7施設
　定員100～199人の施設
　　1施設当たり150千円×5施設
　定員200人以上の施設
　　1施設当たり250千円×1施設

放課後児童クラブ支援事業
【子育て支援課】

100

　民間放課後児童クラブを有する事業者に対し
て，支援金を給付することにより，事業者の事
業継続を支援する。
〔支援金額〕
　1施設当たり50千円×2施設
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＜感染拡大防止対策＞

　(2) 参考（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用状況）

【歳入】 単位　千円

【歳出】 単位　千円

計 1,322,654 921,837 120,885 279,932

0

今回補正 205,030 157,976 47,054 0

201,300

2号補正 416,074 289,905 47,537 78,632通常分
原油価格・物価高騰対応分

電力・ガス・食料品等価格高騰支援分

当初 580,300 352,706 26,294

4号補正 121,250 121,250 0

計 1,089,625 921,837

区分 事業費 交付金充当額 その他特財 一般財源

原油価格・物価高騰対応分 289,905 289,905 6月補正予算計上分

電力・ガス・食料品等価格高騰支援分 274,329 143,176 今回補正分

通常分

当初 352,706 352,706 当初予算計上分

追加分 172,685
121,250 9月補正予算計上分

14,800 今回補正分

小計 525,391 488,756

救急感染防止機材整備事業
【消防本部総務課】

14,800

　救急車両に自動心臓マッサージ器を整備する
ことにより，心肺停止患者搬送の際の隊員の新
型コロナウイルス感染症への感染リスク低減と
救命効果の維持との両立を図る。
〔整備台数〕
　4台

区分 交付限度額 予算計上額 備考

区分
補正額

（千円）
事業概要

議 第 １ ０ ３ 号 ( 7 )

区分
補正額

（千円）
事業概要

公共交通事業者支援給付金事業
【生活環境課】

6,580

　原油価格の高騰等に伴い，直接的な影響を受
けている公共交通事業者に対し，支援金を給付
することにより，事業継続を支援する。
〔対象〕
　市内で運行サービスを提供する路線バス，定
期航路，タクシー事業者
〔支援金額〕
　バス事業者（4事業者17路線）
　　1事業者当たり17千円～2,142千円
　航路事業者（4事業者5航路）
　　1事業者当たり226千円～1,052千円
　タクシー事業者（19事業者115台）
　　1事業者当たり12千円～336千円
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単位　千円

事業内容

障害者自立支援事業　84,000千円

　　障害者自立支援事業のうち，就労継続支援費，居宅介護費及び重度訪問介護費において，1人当たり

　扶助額が見込みを上回るため，増額補正する。

　　支給見込み額

84,000

117,458

重度訪問介護費

442,657 95,614

277,778 60,000

720,435 155,614

107,458

5,974 10,000

54,379

就労継続支援費

116,814 455,575

1,766 14,000

118,580 469,575

区分

2,350,709補正前

補正額

補正後

42,000

議 第 １ ０ ３ 号 ( 8 )

障害者扶助において，1人当たり扶助額が見込みより増加したことに伴い，障害者扶助費が不
足するため。

21,000

2,434,709 1,215,651 607,563 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1,173,651 586,563

3款：民生費　1項：社会福祉費　2目：障害者福祉費
4-3-2 障害者福祉の充実

障害者自立支援事業費事業名
社会福祉課

区分
扶助額

（千円）

利用人数
（月延べ）

（人）

1人当たり扶助額
（円/月・人）

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

21,000 0 0

0 0 590,495

0 611,495

84,000

補正額計

325

18

0

18

180

△ 5

185

330

5

居宅介護費

48,405

補正前

補正

補正後

補正前

補正

補正後

補正前

補正

補正後
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単位　千円

事業内容

駅前放課後児童クラブ移転事業　1,820千円

　　旧児童館内で運営している駅前放課後児童クラブについて，当該建物及び元市民福祉会館の売却手続

　に伴い，移転する必要が生じたため，元ゆめきゃりあセンター1階の一部を改修し，仮移転する。なお,

　本移転先は元ゆめきゃりあセンター2階を予定しており，本移転に伴う改修については，他施設との複

　合化と併せ，令和5年度から設計に着手する予定としている。

　(1) 仮移転先

　　　元ゆめきゃりあセンター1階　旧議会事務局事務室（館町二丁目5番2号）

　(2) 改修内容

 　　 児童用の仮設手洗い場の設置，給排水設備の改修，高圧受電設備の再接続

　(3) 移転スケジュール

　　　令和4年度　　1階旧議会事務局事務室へ仮移転

　　　令和5年度　　建物全体の改修設計

　　　令和6年度　　建物全体の改修工事

　　　　　　　　　 改修工事終了後，2階へ本移転

  (4) 元ゆめきゃりあセンター１階図面

区分

328,298補正前

補正額

補正後

1,820

0 37,956 104,371

37,956 106,191

0 0 0 0

議 第 １ ０ ３ 号 ( 9 )

元市民福祉会館の売却手続に伴い，駅前放課後児童クラブを元ゆめきゃりあセンター1階へ仮
移転するため。

1,820

330,118 96,719 89,252 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

96,719 89,252

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

3款：民生費　2項：児童福祉費　1目：児童福祉総務費
4-1-2 子ども・子育て支援の充実

子ども居場所づくり事業費事業名
子育て支援課

１階 平面図 児童クラブ仮移転先

（約80㎡）

－10－　　



　(5) 元ゆめきゃりあセンター１階 旧議会事務局事務室写真

　　入口側（西側）から旧議会事務局事務室内を撮影

　　旧議会事務局事務室内から入口側（西側）を撮影

議 第 １ ０ ３ 号 ( 10 )

－11－　　



単位　千円

事業内容

障害児通所支援事業　67,000千円

　　障害児通所支援事業において，1人当たり扶助額及び利用人数（月延べ）が見込みを上回るため，増

　額補正する。

　　支給見込み額

区分

385,845補正前

補正額

補正後

67,000 33,500 16,750 0

95,136 0 0 100,391

0 117,141

議 第 １ ０ ３ 号 ( 11 )

障害児通所支援費において，1人当たり扶助額及び利用人数（月延べ）が見込みより増加した
ことに伴い，障害児通所支援費が不足するため。

16,750

452,845 223,818 111,886 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

190,318

0

3款：民生費　2項：児童福祉費　1目：児童福祉総務費
4-3-2 障害者福祉の充実

発達支援事業費事業名
社会福祉課

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

576

区分

補正後 64,749 447,544

補正前 59,947 380,544

補正 4,802 67,000

1人当たり扶助額
（円/月・人）

利用人数
（月延べ）

（人）

扶助額
（千円）

529

47
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単位　千円

事業内容

出産・子育て応援給付金事業　64,200千円

　　妊娠届や出産届を行った妊婦等に対し，出産育児関連用品の購入や子育て支援サービス利用の負担軽

　減を図るため，経済的支援を行うことにより，伴走型相談支援の実効性を高める。

　(1) 給付基準及び給付額

　　　三原市に住所を有し，次のいずれかに該当する場合（所得制限なし）

　　ア　令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に母子健康手帳又は母子健康手帳別冊の交付を受け

　　　た妊婦1人当たり50千円

　　イ　令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に産まれた子ども1人当たり50千円

　　ウ　イのうち，令和4年3月31日までに母子健康手帳又は母子健康手帳別冊の交付を受けた場合，イの

　　　額に妊婦1人当たり50千円を加算

　(2) 対象者数（見込み）

　　ア　450人

　　イ　450人

　　ウ　270人

3款：民生費　2項：児童福祉費　1目：児童福祉総務費
4-1-2 子ども・子育て支援の充実

出産・子育て応援給付金事業費事業名
保健福祉課

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

議 第 １ ０ ３ 号 ( 12 )

国の補正予算を活用し，妊婦・子育て家庭に対し，出産育児関連用品の購入や子育て支援
サービス利用の負担軽減を図る観点から，給付金を支給するため。

9,850

64,200 44,500 9,850 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

0 0 0 0 0

0 9,850

44,500 9,850 0 0

区分

0補正前

補正額

補正後

64,200
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単位　千円

事業内容

道路維持管理事業　64,000千円

　　老朽化した路面，路肩，側溝等の道路施設について，修繕要望が市民や各町内会等から寄せられて

　おり，通行の安全確保の面から修繕を行う必要がある箇所が見込みより増加したことに伴い，増額補

　正する。

　　事業内訳

道路維持補修 道路の舗装，擁壁，側溝，法面等の修繕 土木整備課，各支所

8款：土木費　2項：道路橋梁費　2目：道路維持費
5-1-2 災害に強いまちの構築

道路維持管理費事業名
土木整備課

補正の理由

事業説明

支出科目

議 第 １ ０ ３ 号 ( 13 )

道路施設について，緊急的な修繕箇所が見込みより増加したため。

60,600

131,000 0 104,330

区分

長期総合計画
担当課

61,650 108,300 134,400

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他

0 3,400 0

一般財源

61,650 108,300

0 164,930

64,000 0

405,280補正前

補正額

補正後 469,280

区分 事業内容 担当部署
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単位　千円

事業内容

河川維持管理事業　30,000千円

　　老朽化した河川護岸や土砂が堆積した河川施設について，修繕要望が市民や各町内会等から寄せら

　れており，修繕を行う必要がある箇所が見込みより増加したことに伴い，増額補正する。

　　事業内訳

河川維持補修 河川護岸の修繕，堆積土砂の撤去等 土木整備課，各支所

担当部署

8款：土木費　3項：河川費　1目：河川総務費
5-1-2 災害に強いまちの構築

河川維持管理費事業名
土木整備課

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画

議 第 １ ０ ３ 号 ( 14 )

河川施設について，緊急的な修繕箇所が見込みより増加したため。

28,800

148,943 0 18,344 43,700

事業費
市債 その他 一般財源

0 18,344 42,500 0

担当課

58,099

0 86,899

30,000 0 0 1,200 0

区分 事業内容

区分

118,943補正前

補正額

補正後

財源内訳

国庫支出金 県支出金
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単位　千円

事業内容

住宅建設事業（宮沖）

　　資材価格の高騰及びZEHへの対応により，新宮沖住宅建設工事費が見込みより増加したことに伴い，

　継続費を補正する。

　(1) 事業費内訳 　　　単位　千円

施工監理費

　(2) 継続費内訳 単位　千円

宮沖1,2号棟解体工事

新築工事，施工監理

新築工事，施工監理

宮沖3,4,5号棟，旧母子寮，宮浦，西迫上解体工事

　　※ZEH（ゼッチ）とは，「建物の外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに，高効率な設備シス

　　　テムの導入により，室内環境の質を維持しつつ，大幅な省エネルギーを実現した上で，再生可能エ

　　　ネルギー等を導入することにより，年間の一次エネルギー消費量の収支を正味でゼロとすることを

　　　めざした住宅」のこと。「net Zero Energy House」の略称。

0 338,600

744,500

2,310,0002,230,000 80,000

区分

144,100補正前

補正額

補正後

0 0

1,781,000

区分

計

R7

30,000

1,751,000

110,400 0 110,400

712,500 32,000

R6

R5

R4

1,068,500 48,000 1,116,500

80,000

338,600

事業概要
年割額

計

新築工事費

補正前 補正額 補正後

1,861,000

30,000

1,831,000

80,000

0

議 第 １ ０ ３ 号 ( 15 )

資材価格の高騰及びZEHへの対応により，新宮沖住宅建設工事費が見込みより増加したため。

0

144,100 68,337 0 75,700

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

68,337

支出科目
長期総合計画
担当課

8款：土木費　6項：住宅費　2目：住宅建設費
5-4-5 快適・安全な住まいづくり

住宅建設事業費（宮沖）事業名
建築課

補正の理由

事業説明

0 0 0

R5.4～R6.9

75,700 0 63

区分 補正前 補正額 補正後 事業期間

0 63

0
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単位　千円

事業内容

G7広島サミット消防特別警戒事業【債務負担行為】　213,000千円

　　G7広島サミットの開催に伴い，災害，火災，事故等に対応するための消防特別警戒体制を整備する。

　施設整備及び資機材の調達等について，令和4年度から着手するため，債務負担行為を設定する。

　(1) 債務負担行為

　　ア　期間　　令和4年度から令和5年度まで

　　イ　限度額　213,000千円

　(2) 消防特別警戒実施期間

　　　開催日3日間を含むおおむね1週間程度

　(3) G7広島サミット開催期間

　　　令和5年5月19日(金)から令和5年5月21日(日)まで

0補正前

補正額

補正後

議 第 １ ０ ３ 号 ( 16 )

G7広島サミットにおいて，消防特別警戒体制を整えるため。

0

0 0 0 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

0 0

9款：消防費　1項：消防費　1目：常備消防費
－

G7広島サミット消防特別警戒事業費事業名
消防総務課

0 0

0

支出科目
長期総合計画
担当課

0

補正の理由

事業説明

0 0 0

0 0 0

区分

－17－　　



単位　千円

事業内容

消防団員退職報奨金の支給　8,014千円

　　消防団員の退職者21人のうち，5年以上勤務していた者（15人）に退職報償金を支給する。

単位　千円，人

　(1) 消防団員数

　　　定数　　1,250人（基本団員：1,170人，機能別団員：80人）

　　　現員数　1,201人（基本団員：1,153人，機能別団員：48人）

　(2) 退職した主な理由

　　ア　自主退団　14人

　　　　高齢等を理由に退団願があった者

　　イ　機能別への異動　1人

　　　　普段の訓練参加は難しいが，災害応援等は可能な者

　　ウ　その他　6人

　　　　転勤等により活動が難しくなった者

計

30年以上

25年以上30年未満

20年以上25年未満

15年以上20年未満

10年以上15年未満

5年以上10年未満

5年未満

勤務年数

0(0) 200(1) 204(0) 214(0) 219(0) 200

0(1) 0(5) 0(0) 0(0) 0(0)

239(0)

0(0)

229(0)

0(0)

1

6 0

機能別 団 員 班長･部長 副分団長 分団長 支給額団長副団長

階級別支給単価　（　）内は退職者数

退職者数

計

0(0) 689(1) 734(3) 809(0) 849(2) 4,589

0(1) 2,754(12) 3,562(6) 0(0) 1,698(2) 0(0)

979(0)

0(0)

909(0)

21

6

8,014

0(0) 409(2) 438(1) 478(0) 513(0) 1,256

0(0) 519(1) 564(1) 624(0) 659(0) 779(0)

594(0)

709(0)

534(0)

2

3

1,083

0(0) 264(2) 283(0) 303(0) 318(0) 528

0(0) 334(0) 358(1) 388(0) 413(0) 459(0)

344(0)

429(0)

329(0)

1

2

358

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

9款：消防費　1項：消防費　2目：非常備消防費
5-2-1 消防・救急体制の整備

消防団活動事業費事業名
消防総務課

0 0 8,014

議 第 １ ０ ３ 号 ( 17 )

消防団員退職者が見込みより増加したため。

0

159,516 0 0 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

0 0 0 30,583 120,919

38,597 120,919

8,014 0

区分

151,502補正前

補正額

補正後
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単位　千円

事業内容

学校施設維持管理事業　32千円

　　令和3年度小・中学校空調設備整備事業（第2期）工事において，一部の小学校の音楽室にアスベスト

　を含有する天井材の使用が判明し，安全で快適な教育環境の確保するための対策工事及び空調機器設置

　工事が完了した教室（3教室）の維持管理委託料を増額補正する。併せて，令和5年度から令和14年度ま

　でに必要な維持管理費について，債務負担行為の限度額を変更する。

　(1) 対象小学校及び教室

　　　中之町小学校，須波小学校及び沼北小学校の音楽室

　(2) 空調整備ＰＦＩ管理等委託料（音楽室3室追加分）

　　　補正予算額　32千円

　(3) 債務負担行為

 　　 学校特別教室空調設備維持管理事業（維持管理費追加分）　1,260千円

　　　※物価上昇等に伴い，9月補正予算で増額変更した学校特別教室空調設備維持管理事業（維持管理

　　　　管理費追加分）の債務負担行為の限度額を変更するもの。

区分

452,124補正前

補正額

補正後

32

24,700 8,142 408,210

8,142 408,242

0 0 0 0

議 第 １ ０ ３ 号 ( 18 )

小・中学校空調設備整備事業（第2期）工事において判明したアスベスト対策工事及び空調機
器設置工事が完了し，維持管理委託料の増額及び債務負担行為の変更をするため。

32

452,156 11,072 0 24,700

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

11,072 0

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

10款：教育費　2項：小学校費　1目：学校管理費
2-1-2 教育環境の整備・充実

施設維持管理費事業名
教育振興課
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単位　千円

事業内容

（仮称）田野浦認定こども園整備事業　8,800千円

　　現在休園中の田野浦幼稚園を，保育機能を有する幼稚園型認定こども園へ転換し，保護者ニーズ（預

　かり保育，3歳未満児受入れ，給食実施等）に応えるとともに，幼児教育の研究・実践を行う拠点施設

　として三原市全体の幼児教育の質の向上に取り組むため，令和6年4月から認定こども園として運営する

　ために必要な改修の設計業務を委託する。

　　認定こども園への転換に当たり，建物の経年劣化が進む宗郷保育所を（仮称）田野浦認定こども園へ

　統合し，安全・安心な保育環境を整備する。

　　また，設計業務委託期間を5か月間見込んでおり，適正な事業期間を確保するため，繰越明許費を設

　定する。

　　施設概要

　　

　　

不要

改修済

鉄筋コンクリート造　2階建

鉄骨造　平屋建

構造延床面積

658.00㎡

223.00㎡

建設年月

昭和51年3月

昭和51年3月

旧耐震

旧耐震

区分 診断 改修

診断済

診断済

一般財源

　管理遊戯室棟

　保育室棟

0 0 0

0 900

0 0

区分

00 7,900

県支出金 市債 その他

0

補正の理由

事業説明

0補正前

議 第 １ ０ ３ 号 ( 19 )

田野浦幼稚園（休園中）と宗郷保育所を統合し，認定こども園として令和6年4月1日に開園す
るために必要な改修の設計業務を委託するため。

900

8,800 0 0 7,900

事業費
財源内訳

国庫支出金

10款：教育費　4項：幼稚園費　2目：認定こども園費
2-1-2 教育環境の整備・充実

（仮称）田野浦認定こども園整備事業費事業名
教育振興課

支出科目
長期総合計画
担当課

田野浦幼稚園

補正額

補正後

8,800

施設名
耐震
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議 第 １ ０ ３ 号 ( 20 )

位置図（田野浦幼稚園，宗郷保育所）

田野浦幼稚園

宗郷保育所

保育室等配置案

職員室 乳児室 ２歳

以下保健室

５歳児

図書室

３歳児

４歳児

プール
１ 階２ 階 給食室

遊戯室

Ｎ

Ｎ
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単位　千円

事業内容

農地・農林業用施設災害復旧事業　9,000千円

　　令和4年8月17日(水)から8月18日(木)までの豪雨及び9月18日(日)から19日(月)までの台風14号によ

　り，農地・農林業用施設が被災したため，災害復旧を行う。

　(1) 降雨状況（令和4年8月17日から18日まで）

　　　観測所 最大24時間雨量 最大1時間雨量

　　　本郷(気) 111.0mm(8月17日 6時00分～18日 6時00分) 55.5mm(8月17日 6時30分～ 7時30分)

　　　本谷  85.0mm(8月17日 6時30分～18日 6時30分) 32.0mm(8月17日 6時30分～ 7時30分)

　　　和木  74.0mm(8月17日 4時20分～18日 4時20分) 26.0mm(8月18日 1時20分～ 2時20分)

　　　下徳良  85.0mm(8月17月 1時50分～18日 1時50分) 36.0mm(8月18日 1時00分～ 2時00分)

　　　甲原  96.0mm(8月17日 6時40分～18日 6時40分) 33.0mm(8月18日 1時30分～ 2時30分)

　　　菅川橋  75.0mm(8月17日 5時50分～18日 5時50分) 27.0mm(8月18日 1時30分～ 2時30分)

　　　末光  91.0mm(8月17日 6時50分～18日 6時50分) 32.0mm(8月18日 1時40分～ 2時40分)

　　　江木  82.0mm(8月17日 2時40分～18日 2時40分) 33.0mm(8月18日 1時10分～ 2時10分)

　　　西野  92.0mm(8月17日 6時50分～18日 6時50分) 32.0mm(8月18日 1時40分～ 2時40分)

　　　吉田  79.0mm(8月17日 5時50分～18日 5時50分) 35.0mm(8月18日 1時10分～ 2時10分)

　　　三原支所  92.0mm(8月17日 7時00分～18日 7時00分) 33.0mm(8月18日 1時40分～ 2時40分)

　　　野間川ダム  82.0mm(8月17日 2時40分～18日 2時40分) 29.0mm(8月18日 1時30分～ 2時30分)

　　　※須波観測所については，閉局等により観測データなし

　(2) 降雨状況（令和4年9月18日から19日まで）

　　　観測所 最大24時間雨量 最大1時間雨量

　　　本郷(気) 112.0mm(9月18日 22時40分～19日 22時40分) 26.5mm(9月19日 12時20分～13時20分)

　　　本谷 112.0mm(9月18日 22時50分～19日 22時50分) 27.0mm(9月19日 12時40分～13時40分)

　　　和木  92.0mm(9月18日 23時20分～19日 23時20分) 21.0mm(9月19日 12時20分～13時20分)

　　　下徳良  88.0mm(9月18月 23時30分～19日 23時30分) 18.0mm(9月19日 12時30分～13時30分)

　　　甲原  78.0mm(9月18日 22時40分～19日 22時40分) 22.0mm(9月19日 12時10分～13時10分)

　　　菅川橋  94.0mm(9月18日 23時20分～19日 23時20分) 24.0mm(9月19日 12時10分～13時10分)

　　　末光  67.0mm(9月18日 23時10分～19日 23時10分) 15.0mm(9月19日 11時30分～12時30分)

　　　江木 124.0mm(9月18日 23時30分～19日 23時30分) 34.0mm(9月19日 12時10分～13時10分)

　　　西野  64.0mm(9月18日 23時20分～19日 23時20分) 14.0mm(9月19日 12時00分～13時00分)

　　　吉田 135.0mm(9月18日 23時30分～19日 23時30分) 31.0mm(9月19日 12時20分～13時20分)

　　　三原支所  44.0mm(9月18日 23時30分～19日 23時30分) 12.0mm(9月19日 12時10分～13時10分)

　　　須波  45.0mm(9月18日 23時20分～19日 23時20分) 12.0mm(9月19日 11時50分～12時50分)

　　　野間川ダム  64.0mm(9月18日 23時40分～19日 23時40分) 25.0mm(9月19日 12時20分～13時20分)

　(3) 災害基準　最大24時間雨量80mm以上，又は最大1時間雨量20mm以上

455,800補正前

補正額

補正後 464,800 44,164 139,816

9,000 0

210,700

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他

4,800 2,800 1,400

一般財源

0 65,320

区分

長期総合計画
担当課

0 70,120

議 第 １ ０ ３ 号 ( 21 )

豪雨及び台風により被災した農地・農林業用施設を復旧するため。

0

207,900 42,764 139,816

11款：災害復旧費　1項：農林水産施設災害復旧費　1目：農林施設災害復旧費
5-1-2 災害に強いまちの構築

災害復旧事業費事業名
災害復旧推進室

補正の理由

事業説明

支出科目
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　(4) 被災状況及び事業費 単位　千円

令和4年8月補助災害

令和4年9月補助災害 農地1か所（久井）

　　計

箇所数

議 第 １ ０ ３ 号 ( 22 )

区分 事業費

4,000

5,000

9,000

農地1か所（大和），農道1か所（大和）
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単位　千円

事業内容

公共土木施設災害復旧事業　120,000千円

　　令和3年災害の被災箇所が新たに判明したため，増額補正する。

　　被災状況

本郷

4か所

3か所

1か所

久井

6か所

2か所

4か所

大和

道路

河川

15か所

6か所

9か所

三原

8か所

3か所

5か所

区分

計

区分

143,070 0 442,000

補正の理由

事業説明

120,000 0

0 187,930補正前

補正額

補正後

11款：災害復旧費　2項：公共土木施設災害復旧費　1目：土木施設災害復旧費
5-1-2 災害に強いまちの構築

災害復旧事業費事業名
災害復旧推進室

支出科目
長期総合計画
担当課

議 第 １ ０ ３ 号 ( 23 )

令和3年災害の被災箇所が新たに判明したため。

48,000

893,000 143,070 0 514,000

事業費

0 72,000 0

財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

235,9300

773,000

計

33か所

14か所

19か所

120,000千円

補正額

97,700千円

22,300千円
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議第１０３号　　令和４年度　三原市一般会計補正予算（第５号）    

（繰越明許費補正）

単位　千円

完 了 年 月

（ 予 定 ）

2 総 務 費 1 総務管理費 情報基盤施設維持管理事業 36,000 前払いの請求がなかったため，及び適正納期の確保を図る R5年10月

ため

3 民 生 費 2 児童福祉費 出産・子育て応援給付金事業 9,000 適正な事業期間の確保を図るため R5年5月

8 土 木 費 2 道路橋梁費 橋梁維持管理事業 109,000 関係者との協議に不測の日数を要したため R5年6月

（道路メンテナンス事業）

交通安全施設整備事業 13,000 　　　〃 R5年6月

（社会資本整備総合交付金事業）

3 河 川 費 河川改良事業 97,000 　　　〃 R5年6月

10 教 育 費 4 幼 稚 園 費 （仮称）田野浦認定こども園整備事業 8,800 適正工期の確保を図るため R5年5月

5 社会教育費 芸術文化センター長寿命化事業 302,000 前払いの請求がなかったため，及び適正工期の確保を図る R5年12月

ため

11 災害復旧費 2 公共土木施設 災害復旧事業 60,000 適正工期の確保を図るため R5年8月

災 害復 旧費 （土木施設）

金 額項 事 業 名款 理 由
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単位　千円

事業内容

土地区画整理事業（東本通）　10,000千円

関係地権者との移転交渉が見込みより進展したことに伴い，事業の進捗を図るため，増額補正する。

補正の内容 単位　千円

事業概要補正額

土地区画整理事業（東本通）

区分

5,000
（補償調査4件）

物件移転補償費

（工事損失補償2件）

測量・調査・設計委託料

計 10,000

5,000

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

土地区画整理事業特別会計
5-4-2 都市・生活基盤の保全・整備

土地区画整理事業費（東本通）事業名
土地区画整理課

0 10,000 0

議 第 １ ０ ４ 号 ( 1 )

関係地権者との移転交渉が見込みより進展したため。

0

250,000 0 0 248,000

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

0 0 238,000 0 2,000

0 2,000

10,000 0

区分

240,000補正前

補正額

補正後
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補償調査

工作物・立竹木　外

家屋1棟・工作物・工作物　外

工作物・立竹木　外

工作物・立竹木　外

工事損失補償

議 第 １ ０ ４ 号 ( 2 )

令和４年度東本通土地区画整理事業　補正箇所図　

番号 補償調査内容

③

②

①

④

49街区8-2画地
家屋1棟，倉庫1棟，工作物　外

51街区11-1画地，11-2画地
家屋1棟，倉庫1棟，工作物　外

⑤

⑥

番号 補償内容

南中埜一丁線
３号公園

了木西河崎線

① ②

③ ④

⑤
⑥

三太刀山墓園

８号公園

南中埜一丁線
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単位　千円

事業内容

一般被保険者療養給付費　300,000千円

　　当初，広島県の積算した見込額により療養給付費を積算したが，1人当たり支給額の増が見込まれる

　ため，一般被保険者療養給付費を増額補正する。

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

国民健康保険（事業勘定）特別会計
4-3-3 社会保障制度の適正な運営

一般被保険者療養給付費事業名
保険医療課

300,000 0 0

議 第 １ ０ ５ 号 ( 1 )

一般被保険者療養給付費の1人当たり支給額が見込みより増加したことに伴い，保険給付費の
不足が見込まれるため。

0

6,025,890 1 6,014,068 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 5,714,068 0 11,821 0

11,821 0

300,000 0

区分

5,725,890補正前

補正額

補正後

　区分

補正後 6,025,890千円

予算額

補正前

年間平均

335,985円

16,727円

319,258円

支給額

1人当たり

5,725,890千円

補正 300,000千円

17,935人

0人

17,935人

被保険者数
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単位　千円

事業内容

一般被保険者高額療養費　70,000千円

　　当初，広島県の積算した見込額により高額療養費を積算したが，1人当たり支給額の増が見込まれる

　ため，一般被保険者高額療養費を増額補正する。

補正後 17,935人 48,545円 870,663千円

　区分
年間平均 1人当たり

予算額
被保険者数 支給額

補正 0人 3,903円 70,000千円

補正の理由

事業説明

支出科目
長期総合計画
担当課

国民健康保険（事業勘定）特別会計
4-3-3 社会保障制度の適正な運営

一般被保険者高額療養費事業名
保険医療課

70,000 0 0

議 第 １ ０ ５ 号 ( 2 )

一般被保険者高額療養費の1人当たり支給額が見込みより増加したことに伴い，保険給付費の
不足が見込まれるため。

0

870,663 0 870,663 0

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

0 800,663 0 0 0

0 0

70,000 0

区分

800,663補正前

補正額

補正後

補正前 17,935人 44,642円 800,663千円
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